
               

 

富田林市浄化槽整備推進事業に関する実施方針 
 民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律(平成１１年法
律第１１７号。以下「PFI法」という。)第５条第３項の規定により、富田林市浄化
槽整備推進事業に関する実施方針を公表する。 
 

平成 17年 7月 15日 
                   大阪府富田林市長  多田 利喜 

 

Ⅰ 特定事業の選定に関する事項 
 １ 事業内容に関する事項 

(1) 事 業 名 富田林市浄化槽整備推進事業 

(2) 事業の目的 

富田林市(以下「市」という。)は、市民の生活環境を保全し、地域公衆衛
生の向上を図るため、下水道法第４条第１項に規定する事業計画区域外であ

って、別に市長が定める区域（以下「処理区域」という。）において浄化槽

を整備することとした。本事業は、浄化槽の設置、法定検査の実施を含む設

置された浄化槽の保守管理（汚泥の清掃業務を除く。以下同じ。）の実施等

を、市財政の負担を軽減し、迅速に、適正に、効率的に実施するものである。 
(3) 事 業 概 要 

   ア 事業の内容 

① 処理区域内における合計約４５０基を目標とした浄化槽の設置。 

② 本事業で設置された浄化槽と、市民が保有する既設浄化槽で、市に

移管された浄化槽の保守管理、軽微な補修の実施。 

 

イ 事業期間等 

① 事業期間は契約日から 10 か年とする。PFI 法第２条第５項に規定
する選定事業者（以下「PFI事業者」という。）は、この間、処理区
域において、浄化槽の設置、浄化槽の保守管理、軽微な補修を実施

するものとする。 
② 浄化槽の設置工事期間は、上記期間のうち、契約日から概ね 6年間
とする。 

なお、11年目以降は本事業とは別の委託事業とする。 
 

ウ 事業の実施方法 

① PFI事業者は、地域住民に対してPFI方式についてPRを実施する。 
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② 浄化槽の設置を希望する者は、PFI事業者を経由して市長に対して、
設置申請書を提出する。 
③ 市長が申請書を受理した時は、PFI 事業者は、速やかに当該設置申
請者と工事内容を協議し、設置申請者とPFI事業者間で設置工事承諾
書を作成する。 
④ 設置申請者は、浄化槽設置工事に着手するまでの間に、「富田林市浄
化槽整備推進事業に関する条例」に定める分担金を納付する。 
⑤ PFI事業者は、市が提示した基本仕様に基づき浄化槽の設置工事を 
自らの責任により実施する。 
⑥ 完成した浄化槽施設は、市の完了検査を受けなければならない。 
完成した浄化槽施設は、市民所有の施設部分を除き、PFI事業者の所 
有となる。市は、ＰＦＩ事業者との協定に基づき、使用権を含めて市 
の管理下に置く。 
⑦ 市はPFI事業者に保守管理業務を委託する｡保守管理関連業務の内容 
は、浄化槽法第７条に基づく検査、同法第１１条に基づく検査、保守

点検及び軽微な補修とする。 
⑧ 市は、事業開始後、当該年度内に完成した浄化槽を対象として、当該
年度及び次年度に PFI 事業者から買取事業を実施し、所有権を PFI
事業者から市に移転する。 
⑨ 市は、浄化槽買取事業を実施するにあたって、国庫補助を申請すると 
共に必要財源の残余分（受益者負担分を除く。）については市債を発行 
し、支払い財源とする。（起債３０年償還） 
⑩ 設置申請者は、使用開始した浄化槽施設について、市条例及び同規則
に基づき、浄化槽使用料を納付するものとする。 
⑪ 市は、市民（個人）が設置した浄化槽の譲渡を受け、市の浄化槽とし 
て管理することができる。この場合、市は、PFI 事業者にその保守管
理業務を委託する。 

 

  (4) 事業実施のスケジュール(予定) 

平成１７年１２月  事業契約締結 

平成１８年  1月  浄化槽の設置及び保守管理開始 

平成２３年 ３月  浄化槽設置完了 

平成２８年 ３月  事業完了 

 

(5) 遵守すべき法令等 

PFI事業者は、この事業を実施するにあたり、浄化槽法、廃棄物の処理
及び清掃に関する法律、水質汚濁防止法その他の関係法令等を遵守するも

のとする。 
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２ 特定事業の選定及び公表に関する事項 
  (1) 選定の基準 

市は、この事業を民間資金等の活用による公共施設等の整備に関する事業

（以下「ＰＦＩ事業」という。）として実施することにより、財政資金の効率

的活用が図られることが期待できる場合は、この事業を特定事業として選定

する。 

  (2) 特定事業の選定基準 

この事業を特定事業として選定するに当たっては、次の客観的評価を行い、

評価の結果を公表する。 
ア コスト算出による定量的評価  
イ ＰＦＩ事業として実施することの定性的評価  
ウ 選定事業者に移転されるリスクの評価 
エ アからウまでに掲げる事項の総合的評価 

  (3) 公表の仕方 

この事業を特定事業とした場合は、その結果を市のホームページ上に公表

する。 
 

 

Ⅱ ＰＦＩ事業者の募集及び選定に関する事項 

１ 募集及び選定の方針 

    この事業への参画を希望する民間事業者を広く公募し、事業の透明性及び公平
性の確保に十分留意しながら事業者を選定する。選定方式は、市費用の低減化、

設置申込の促進及び住民負担の軽減、設置工事及び保守管理業務の確実性、Ｐ

ＦＩとしての事業計画等の各内容について審査し、その評価をもとにPFI事業
予定者を選定する。 

 
２ 募集及び選定の日程（予定） 
平成 17年 8月中旬  特定事業評価及び選定並びにこれらの結果の公表 
平成 17年 8月下旬  事業者募集要項の配布 

説明会及び質問受付並びに質問回答書配布 
平成 17年 9月下旬   提案書受付 
平成 17年 10月下旬  事業者の決定 

事業提案の評価及び事業者の選定並びにこれらの 
結果の公表 

 
３ 応募者の参加資格要件    
(1) 組織形態 

   ア 応募者は、法人又は、複数の法人等（以下「応募グループ」という。）の
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いずれかとする。 
   イ 応募者は、富田林市入札参加資格登録の工事種別において「土木工事」、

「建築工事」、「管工事」のいずれかで登録しているものとする。ただし、

応募グループにおいては1社以上が上記いずれかで登録しているものとす
る。 

   ウ 応募者は、ＰＦＩ事業予定者に選定された場合は、市がＰＦＩ事業予定

者を交渉権者としてこの事業の実施に係る契約（以下「PFI事業契約」と
いう。）の締結に先立ち、特別目的会社(以下「SPC」という。)を株式会社
として設立することを要件とする。 
エ  応募グループは、その中の１社を代表法人として、本事業に係る応募、
事業実施の総括責任者を定めるものとする。 

 
(2) 応募者の構成 

   応募者の構成は、次のアからオまでの全ての要件を満たすものとする。 
   ア 応募者の構成員のいずれかが、別途独立した応募者の構成員として重複

して参加していないこと。 
   イ 応募者の構成員の変更は認めない。但し、特別の事由があると市が認定

した場合にはこの限りではない。 

   ウ 応募者の構成員以外の民間企業で、PFI事業開始後、SPCから業務を直
接受託し、又は請け負うことを予定している者（以下「協力会社」という。） 
がある場合は、当該協力企業の名称等を明らかにすること。 
エ 応募者は、他の応募者の構成員になることは出来ないものとする。ただ

し、市とPFI事業者とのPFI事業契約締結後、選定されなかった応募者の
構成員が、PFI事業者の業務等に協力することは可能とする。 

   オ 市とこの事業に関するアドバイザリー契約を締結した企業（当該企業の

指示により当該契約に関する業務を行う企業を含む。）及びその関連会社

（親会社及び子会社を含む。）が応募者の構成員として参加していないこ

と。 

 

(3) 欠格条項  

 次に該当する者は、応募者となることは出来ない。 

ア 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該

当する者 

イ 市の指名停止措置を受けている者 

ウ 最近１年間において、法人税、消費税又は法人事業税、地方税並びに市に

対する公租公課を滞納している者 
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(4) 業務執行能力及び財務能力 
ア 本事業をPFI事業として効率的かつ効果的に実施できる経験及びノウハ
ウを有していること。又は、有している者を使用する財務能力及び管理能

力を有していること。 
イ 本事業を円滑に遂行するために必要な、安定的かつ健全な財務能力を有し

ていること。 

    

(5) 留意事項 

ア 浄化槽の設置、保守管理業務の実施にあたっては、法令に基づき一定の

資格が必要であるが、応募時点で、応募者がその資格の全てを取得してい

る必要はない。 
イ 選定された応募者は、事業契約締結までに、SPCを株式会社として設立
するものとし、代表法人の SPCへの出資割合は５0％を越えなければなら
ない。この割合は事業期間中を通じて維持するものとする。 
ウ PFI 事業者は、事業契約締結後、速やかに本業務推進の為の設置、保守
管理にかかる基本的な業務分担表を市に提出し、着工までに市から承認を

得るものとする。 
エ PFI事業者は、PFI事業の趣旨を理解し、本事業を効率的かつ効果的に
実現することが求められるものであり、募集要項では、浄化槽関係者にと

どまらず、浄化槽分野以外の分野からの新規参入者を広く求めるものとす

る。 
 
４ PFI事業者の選定 

(1) 市長は、学識経験者等からなる「富田林市浄化槽整備推進事業に係る選定 
事業者審査委員会」の審査に基づき、PFI事業予定者を選定する。 

 
(2) 市は、選定された PFI事業予定者と PFI事業契約の内容に関する協議を
行い、協議が成立し、議会の承認を得たときは、当該事業者をこの事業を実

施するPFI事業者とする。 
 

５ 審査結果の公表 
審査結果の概要は、市のホームページ上に公表する。 

 

６ 著作権 
提出書類に含まれる著作物の著作権は、市に帰属しないが、公表、展示、そ

の他市がこの事業に関し必要と認める用途に用いる場合は、市は応募者の承諾

を得て、これを無償で使用することができるものとする。 
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Ⅲ ＰＦＩ事業の適正かつ確実な実施の確保に関する事項 

 

１ 基本的考え方 
本事業における責任分担の考え方は、適正にリスクを分担することにより、

より低廉で質の高いサービスの提供をめざすものである。 
原則として、リスクを生じた原因者がそのリスクを負担することとする。 
不可抗力、法令変更等で、市またはPFI事業者のいずれの責めにも帰すこと
のできない事由によるものについては、市とPFI事業者との役割分担及びリス
クへの対応能力の観点からリスクを分担することとする。 

  本事業においては、その設置工事、保守管理についての責任は専らPFI事業
者側に帰すべきものであることから、PFI事業者が設置した浄化槽の機能につ
いては、原則としてPFI事業者のリスクで性能保証を行う。 

 
２ 予想されるリスクと責任分担 
市とPFI事業者とのリスク分担は、原則として別紙１によることとし、具体
的内容については、募集要項等において明示し、最終的には、PFI事業契約で
明文化する。 

 

３ 監視 
① 市は、PFI事業者が提供するサービス内容の確認及びPFI事業者の財務
状況を把握するため、PFI事業者に対して定期的に業務状況の報告等を求
めることができるものとする。  
② 市は、PFI事業者がPFI事業契約で定める仕様又は条件に違反した場合
は、PFI事業者に対して改善措置を求めることができるものとする。報告
及び改善措置の方法、内容等については、PFI事業契約で定める。 
③ 市はPFI事業の執行状況その他契約内容の履行状況を監視するため、外
部のコンサルタント等にその業務の一部を委託することができる。 

 

 

Ⅳ 公共施設等の立地並びに規模及び配置に関する事項 
１ 浄化槽を整備する地域 

「富田林市浄化槽整備推進事業に関する条例」第 3 条第 1 項に規定する地
域（別紙２のとおり。） 

 
２ 施設の技術基準 

浄化槽は高度処理型（窒素除去型以上）の性能を有するものとし、本体及

び関連管渠の設置及び保守管理に関する技術基準は、国及び大阪府等の技術 
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基準を満足するものとする。 

 

 

Ⅴ 事業協定の解釈について疑義が生じた場合における措置に関する事項 
１ 市とPFI事業者との間で締結する事業契約の解釈について疑義が生じた 
場合は、市とPFI事業者とは、誠意をもって協議するものとする。 

 
２ PFI事業契約に係る紛争を解決するために訴訟を起こす場合は、市役所の
所在地を管轄する次の裁判所に提訴するものとする。 

大阪地方裁判所 大阪府大阪市北区西天満 2-1-10 

 

 

Ⅵ 事業の継続が困難となった場合における措置に関する事項 
１ 事業の継続が困難となる事由が発生した場合の措置 

 事業の継続が困難となる事由が発生した場合は、市及びPFI事業者の責任に
応じて、必要な修復その他の措置を講じるものとする。事業の継続が困難とな

る事由、修復その他の措置としては、概ね次のように区分する。 
 

事業の継続が困難となる事由 修復その他の措置 

（市に起因して発生した事由） 

・買取事業の遅延 

・保守管理業務委託費支払の遅延 

 

・つなぎ融資のあっせん 

・つなぎ融資のあっせん 

（事業者に起因して発生した事由） 

・設置基数（原則年間 20基以上）及

び設置基準の未達による国等補助

金の不交付 

・保守管理水準の未達 

・住民トラブルの著しい発生 

 

・買取価格の減額 

 

 

・保守管理委託費の減額 

・市による対応、市への損害賠償 

（不可抗力事由） 

・著しい天変地異 

 

・双方で事業継続について協議 

 

 

２ 事業の継続が困難となった場合の措置 
   １の措置を講じたにもかかわらず、事業の継続が困難となった場合は、当該

事業に係る資産の取扱いを含め、PFI事業契約の規定に従い、事業を終了する。 
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項 目 資産の取り扱い 

 

市に起因して発生した場合 

 

損害発生額を事業者へ 

 

事業者に起因して発生した場合 

 

損害発生額を市へ 

 

 

損害賠償金 

 

不可効力事由による場合 

    

 

継続、打切りいずれの場合

も、原則として無し 

 

資産の帰属 

 

両者で協議（完成資産のみ市が引継ぐ。） 

 

 
Ⅶ 法制上及び税制上の措置並びに財政上及び金融上の支援に関する事項 
１ 法制上及び税制上の措置 

   PFI事業者が本事業を実施するにあたり、法令の改正等により、法制上又は
税制上の措置が適用されることとなる場合は、それによることとする。 

 
２ 財政上及び金融上の支援  

   市は、PFI事業者が事業を実施するにあたり、財政上及び金融上の支援を受
けることができる可能性がある場合は、これらの支援をPFI事業者が受けるこ
とができるよう努めるものとする。 

 
３ その他の支援 
市は、PFI事業者が事業を実施するにあたって必要な認可等に関し、必要に
応じて協力を行うものとする。 

 

 
Ⅷ その他特定事業の実施に関し必要な事項 
１ 債務負担行為等 
市は、この事業に関して、PFI事業者からの買取事業の予算確保、債務負担
行為の設定等必要な事項について措置する。 

 
 ２ 応募に要する費用の負担 

    本事業の応募に要する費用については、応募者の負担とする。 
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３ 実施方針に関する説明会 

  市は、実施方針に関する説明会を、次のとおり開催する。 

   開催日時 平成 17年 7月 22日（金） 午後１時 30分～3時 30分 

 開催場所 富田林市市役所４階 ４０１会議室 

申込方法 参加を希望するものは、①企業名及びその所在地、②参加者氏

名、③連絡先電話番号を明記の上、下記あて電子メール、ファ

ックス、持参により、次表に掲げる期間内に申し込むこと。 

 

〒584-8511  大阪府富田林市常盤町 1番 1号  
富田林市上下水道部下水道室下水道管理課 
電話：0721-25-1000 内線 264・271 
メールアドレス：jyokaso@city.tondabayashi.osaka.jp 

          ファックス    ：0721-24-6876 
 

  ※参加者は、１社２名以内とする。 

電子メール 
平成 17年 7月 20日（水）から 

平成 17年 7月 21日（木）午後 5時 30分到着分まで 

ファックス 
平成 17年 7月 20日（水）から 

平成 17年 7月 21日（木）午後 5時 30分到着分まで 

持    参 
平成 17年 7月 20日（水）及び平成 17年 7月 21日（木）

の午前９時から午後 5時 30分まで 

          

 

４ 意見・質問の受付 

この実施方針に関して意見・質問のある場合は、別紙 3の様式により、下記
あて実施方針に関する意見書・質問書を、電子メール、持参により、次表に掲

げる期間内に提出すること。（ファックスでの受付はしない。） 
質問については、原則として公表するものとし、その回答については、市の

ホームページ上で公表する。 
 

  〒584-8511  大阪府富田林市常盤町 1番 1号  
富田林市上下水道部下水道室下水道管理課 
電話：0721-25-1000 内線 264・271 
メールアドレス：jyokaso@city.tondabayashi.osaka.jp  
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電子メール 
平成 17年 7月 22日（金）から 

平成 17年 8月 2日（火）午後 5時 30分到着分まで 

持     参 
平成 17年 7月 22日（金）から平成 17年 8月 2日（火）

までの土日祝祭日を除く午前 9時から午後 5時 30分まで

 
 
別紙１ 市とＳＰＣのリスク分担の基本的な考え方 
別紙 2 富田林市浄化槽整備推進事業の「処理区域」 
別紙３ 実施方針に関する意見書・質問書 
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